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(1)自社の事業活動に
伴うCO2排出削減
（Scope 1+2）

①省エネ対策の強化・燃料転換の推進
②再エネ・ゼロエミ電源の活用・開発促進

既存対策の強化・技術開発 実用化に向けたチャレンジ

実用化

実用化

2030年 2050年

(2)供給する製品に
伴うCO2排出削減
（Scope 3）

①第１世代バイオ燃料の活用
②内燃機関(エンジン）の燃費向上に資する燃料開発

実用化

実用化

現在

(3)CO2排出削減・
吸収源対策

①バリューチェーンの低炭素化（環境配慮型製品、潤滑油等）
②水素ステーション、EV充電のインフラ整備
③再エネ事業の拡大・開発促進

実用化
実用化

※は革新的技術
実用化には国際展開等を含む

実用化

ユーザーや社会意識の変化、自動車産業等の変化

⑦ CCS・CCU（カーボンリサイクル）の技術開発※ 実用化

石油業界のカーボンニュートラルに向けたビジョン（目指す姿）

⑤水素（アンモニア含む）供給事業の技術開発※

③精製プロセスの変革
（CO2フリー水素の活用等の技術開発）※

③持続可能な航空燃料（SAF）など
次世代バイオ燃料の供給・技術開発※

④ CO2フリー水素の技術開発※

⑤合成燃料 e-fuel（カーボンリサイクル）の技術開発※

④廃プラリサイクル等の推進・技術開発※

実用化

⑥石化製品の原料転換（バイオマス・カーボンリサイクル）※

石油業界は、サプライチェーンや製品の脱炭素化の取り組みの加速化や、既存インフラが活用できる革新的
な脱炭素技術（①CO2フリー水素、②合成燃料、③CCS・CCU（カーボンリサイクル）など）の研究開発と社会
実装に積極的にチャレンジすることで、事業活動に伴うCO2排出の実質ゼロ（カーボンニュートラル）を目指す
とともに、供給する製品の低炭素化等を通じて、社会全体のカーボンニュートラルの実現に貢献します。
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④ CCS・CCU（カーボンリサイクル）の技術開発※



石油業界の取り組み 22

① CCSは、トランジション期の脱炭素やエネルギーの安定供給、2050年カーボンニュートラルを実現
するために欠かすことのできない技術です。

② 石油業界では、北海道でのCCS大規模実証試験への協力、米国のCCSプロジェクトへの参画な
どにより、CCSに係る操業ノウハウを蓄積するとともに、国内CCS事業化に向けた調査にも着手し
ています。

③ 今後は、政府目標として掲げていただいた2030年までのCCS事業開始に向けた事業環境整備と
いう目標に応えるべく、2030年のCCS事業の開始に向けて取り組みます。

水素製造装置

送出配管

昇圧・分離
圧縮

圧入井（２坑）

ガス供給設備 CO2分離・回収／圧入設備

【貯留層】萌別層砂岩層
海底下・深度1000～1200m

【貯留層】滝ノ上層T1部層
海底下・深度2400～3000m

出光・北海道製油所

CO2含有ガス

苫小牧CCS実証試験の全体像

圧入開始：2016年4月
圧入終了：2019年11月
圧入量：30万トン
→漏洩監視を継続中

（出所）苫小牧におけるＣＣＳ大規模実証試験３０万トン圧入時点報告書

ENEOSグループの国内CCSの実装化計画

（出所）第19回CCSフォーラム「ENEOSグループにおける国内CCSへの取組み」

フェーズ１(2030年度～：約300万㌧/年圧入)
西日本の製油所から西日本の貯留適地に
船舶で運搬、圧入

フェーズ２（～2040年度：約400万㌧/年圧入）
東日本の製油所から東日本の貯留適地に
船舶もしくはパイプラインで運搬、圧入



政府への要望 33

① 政府におかれては、CCSの事業化に向けた以下の取り組み・支援をお願いします。
(a) CO2の分離・回収・貯留技術の研究開発・実証やコスト低減など、CCS実装化に向けた長期的支援
(b) 国民理解の促進と適地開発、CCSのライフサイクルに適応した法整備

②特に、現時点ではCCS事業は収益を確保することができないため、分離・回収、輸送・貯留という
バリューチェーン全体の建設段階および操業段階を全面的に支援いただきますようお願い致します。

③また、国内外でのCCSプロジェクトに対するJOGMECのリスクマネー供給機能（出資・債務保証）の更
なる強化をお願い致します。

（出所）CCS長期ロードマップ検討会資料より作成

CCS事業に対する他国政府の支援例




